
■ＳＤＧｓ

■関連する主な事業 （単位：千円）

太字：主要事業

① 総合計画策定事業
13,904

市民意向の把握に向け、市民アンケート調査や関係団体等へのヒアリングを実
施するとともに、庁内における策定体制を整備し、第2次総合計画の検証を含
めた検討を進めた。また、総合計画策定に係る調査審議を行うため、総合計画
審議会を設置した。

12,739

③ 福利厚生費
11,164

各種検診及びストレスチェック等を実施し、職員の心身の健康維持に努めた。
また、職員互助会への補助により、職員の福利厚生の充実を図った。

10,096

① 研修派遣費
1,130

自治大学校への職員派遣や市町村職員アカデミーへの職員派遣を行い、人
材育成を図った。

715

① 行政情報化推進研修事業
1,782 「緊急情報、防犯情報、イベント情報、お知らせ、気象警報」など、令和6年度

は、149件の「かめやま・安心めーる」を配信し、安全で安心なまちづくりに寄与
することができた。1,782

施策
の方向

事業名
上段：予算額

実績・成果等
下段：決算額

① 一般管理費（研修費）
1,340 部長級及び課長級職員を対象に職員エンゲージメント向上研修を実施する

等、階級に応じて必要とされる知識や能力の習得に努めた。また、自主的な研
究並びに2件の資格取得の助成を行い、職員の自己研鑽につなげた。1,097

目指す姿 職員が、個々の能力を生かせる組織体制のもと、柔軟な働き方を実践しています。

関連する分野別計画

基本施策に関連する
ＳＤＧｓのゴール

ＳＤＧｓ推進の考察

男性職員の家庭生活（家事及び育児）への参加を促進するため、男性職員の育児休業取得促進に取り組んだ。
職員の健康保持及び増進、さらには仕事と家庭の両立支援につなげるため、時間外勤務時間の削減や年次有
給休暇の取得促進に取り組んだ。コンプライアンスやハラスメントの研修を実施し、職員の認識の向上や働きやす
い職場環境づくりに努めた。

令和６年度 施策評価シート

施策の大綱 ６．行政経営 評価担当者

基本施策 （１） 組織力の強化と働き方改革の推進 総務財政部長　原田　和伸
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■市民アンケート調査

■施策推進　[施策の方向]

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

今後の展開方針

職員の能力向上と人材育成については、令和7年度に新たな亀山市人材育成基本方針を策定する予定である。その中で、職員に求められ
る能力の育成に向けた研修体系の構築と習得スキルの見える化を図る。また、人事評価制度をより効果的で実効性のある制度とするため
処遇反映の在り方を検討していくとともに、人事関係制度を全体的な体系として構築を進める。組織体制とマネジメント機能の強化について
は、次期総合計画のスタートに併せて、各施策を強力に推し進めるための組織体制へ改革するとともに、職員採用の在り方を見直し、人材確
保の強化を図る。市役所働き方改革の推進については、新たに策定した第5次亀山市特定事業主行動計画に基づき、男性職員の育児休
業の取得促進や女性職員が働きやすくより一層活躍できる環境づくりを進めるとともに、更なる労働時間短縮を図り、職員のワーク・ライフ・バ
ランスの一層の推進を図る。

総合評価
地方創生を推進する職員の能力の向上と人材育成の強化については、各職種や階層、業務に必要とされるスキルや
知識の習得することができるよう、独自研修、階層別研修及び専門機関派遣研修を実施した。また、国（国交省、文
化庁）や三重県など他機関・組織に職員を派遣することで、専門的で幅広い業務を経験し、地方創生を推進していく
人材の育成を図った。一方で、亀山市人材育成基本方針に基づき人材育成に取り組んでいるが、職員一人ひとりに
求められるスキル習得について、体系的に把握できていないといった課題があるため、職員のキャリア形成につながる
よう研修を体系的に構築した上で、習得するスキルの見える化を図る必要がある。行政課題に的確に対応する組織
体制とマネジメント機能の強化については、新たに設置した子ども未来部において子どもに関する事項を推進した。一
方で、民間企業の採用状況や少子化の影響を受け、人材確保が課題となっており、特に専門職において必要人員数
を確保できていないことから、その対策が急務となっている。市役所働き方改革の推進については、職員のワーク・ライ
フ・バランスの実現に向け、年次有給休暇の取得促進及び時間外勤務時間削減の取り組みを行った結果、年次有給
休暇取得日数は、第4次亀山市特定事業主行動計画に定めた平均取得日数の目標値は達成したものの、1人当たり
の取得日数の目標値は達成できなかった。時間外勤務時間については、同計画に定めた目標時間を達成した。ま
た、男性職員の育児休業取得率については、前年度より下がったが目標値を達成している。一方、メンタルヘルス対
策として産業カウンセラーの資格を有する職員による相談窓口設置等により、職員のストレス緩和や解消につなげるこ
とができた。

Ｂ
まずまず進んだ

市役所働き方改革の推進
仕事と子育てを両立できる職場環境を目指し、またワークライフバランスを推進するため、令和7
年度を始期とする第5次特定事業主行動計画を策定した。

施策の方向 施策推進に関する考察

地方創生を推進する職員の能力の
向上と人材育成の強化

職階層や各所属で必要となるスキルや能力を養成するため、研修計画に基づく研修の受講を
促すとともに、人事交流等を通じた専門的知識の習得など人材育成を行った。

行政課題に的確に対応する組織体
制とマネジメント機能の強化

適正な定員管理を行い、将来にわたって安定した行政サービスを提供するため、令和7年度を
始期とする第5次定員適正化計画を策定した。

4
重要度
満足度

0.10 ▲0.09

3
重要度
満足度

1.38 2項目とも満足度に関し数値が下がってい
る。特に市職員の資質・能力については一旦
満足度が好転したものの下がった。それぞれ
の項目は、ともに行政に対する信頼を高める
ために大変重要であることから、コンプライア
ンスの徹底と更なる職員の能力向上の取り
組みが必要である。

満足度 ▲ 0.04 0.03 ▲0.09

項目
現状値
[R2]

１次
[R5]

２次
[R6]

市民アンケートの考察

1 市職員の資質や能力が高い
重要度 1.30 1.42

2 公平・公正な市政運営が行われている
重要度 1.30 1.43 1.48
満足度 0.00

男性職員の育児休業取得割合 ％ 11.1 Ｒ２ 42.9 60.0 42.9 20.0

76.70 85.00

一人当たり有給休暇取得日数 日 12.8 Ｒ２ 12.2 13.9 13.9

人事評価制度における実績評価の評価点
合計（管理職平均）

点 77.92 Ｒ２ 78.51 77.94

15.0

指標 現状値
実績値

目標値
単位 R4 R5 R6 R7


